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「リニア中央新幹線研究会」の設置について 

 
１．設置趣旨・目的 

現在、国で整備方針が審議されている「リニア中央新幹線」については、

ＪＲ東海の整備構想では 2027 年の名古屋開業に対して大阪開業は 18年後の 

2045 年が見込まれており、将来的に関西 及び 関西を中心とする西日本地域

全体の活性化を阻害することも危惧される。 

そこで、広域基盤整備委員会の下部組織として、大阪までの全線一斉開業 
の実現を目的とした調査・研究、広報・機運醸成、及び国や関係先への提言・ 
要望の検討を行う「リニア中央新幹線研究会」を設置する。 
 
 

２．活動期間、活動内容 
一斉開業に向けた取り組みは複数年を要するものと見込まれるが、今春に 

国交大臣の諮問機関である交通政策審議会の最終答申が予定されていること 
を踏まえ、まずは下記の期間を PHASE1 と位置付けて調査研究活動を行う。 
 
①活動期間：２０１１年３月～２０１１年５月（予定） 
      ３月８日に第１回研究会を開催済み 
 
②活動内容：a.次年度以降の本格活動に向けた調査（事実関係の把握等） 
      b.リニア中央新幹線を活用した関西圏の地域戦略の検討・整理 
       （関西からみた大阪開業早期化の意義、活用の在り方等） 
       
⇒研究会の成果は、大阪までの全線一斉開業に向けた国や関係機関への提 
言・要望活動 並びに機運の醸成を目的とした公開シンポジウム等に活用 
していく。 

 
 

３．構成メンバー … １８社 
大阪ガス㈱、関西国際空港㈱、関西電力㈱、近畿日本鉄道㈱、鴻池運輸㈱、

㈱ＪＴＢ西日本、住友金属工業㈱、㈱住友倉庫、㈱竹中工務店、㈱電通、 
㈱ドリームインキュベータ、南海電気鉄道㈱、㈱南都銀行、パナソニック㈱、

阪急電鉄㈱、阪神電気鉄道㈱、㈱三井住友銀行、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
    
                               以上 

担当：関経連 地域連携部 藤田   ｔｅｌ：０６－６４４１－０１０７ 
秘書広報部 湯室･橘 ｔｅｌ：０６－６４４１－０１０５ 


